
流域管理と地域計画の連携方策に関するワークショップ

水災害水災害分野における
流域管理・地域計画との連携について

平成25年12月16日平成25年12月16日

国土交通省 水管理・国土保全局 河川計画課
河川事業調整官 廣瀬昌由

総合治水対策の概念

○急激な都市化に伴う洪水流出量の増大等に対して治水上の安全を確保するため、治水施設の整○急激な都市化に伴う洪水流出量の増大等に対して治水上の安全を確保するため、治水施設の整
備を促進するのみならず、流域の開発計画、土地利用計画等と有機的な連携、調整を図る総合的
な治水対策を講ずることが目的。

○都市化の進展が著しい河川においておおむね１０ヶ年程度で時間雨量５０ｍｍ（１/５～１/１０）の降
雨に対応することが目標雨に対応することが目標。

総合的な治水対策

1）河川対策
河川改修

1）河川対策

2）流域対策

市街化調整区域の保持
自然地の保全
調節池の整備

ダム、遊水池、放水路の整備
など

3）被害軽減対策

2）流域対策
調節池の整備
雨水貯留施設の整備

透水性舗装・浸透ますの整備
など

警報避難システムの確立
水防管理体制の強化3）被害軽減対策 水防管理体制の強化
地域住民への周知 など

流域整備計画の概念図
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流域整備計画の概念図



ソ フ ト 対 策ハ ー ド 対 策

特定都市河川浸水被害対策法(H16.5施行)の枠組み

外
水
対

ソ フ ト 対 策

河 川 法
(洪水等の事前予防対策)

水 防 法
(洪水等の発生時対策)

ハ ー ド 対 策

策 ●浸水想定区域の指定

特定都市 浸水被害対策法

●河道・ダム等の洪水対策

●流域での雨水貯留浸透施設整備

特定都市河川浸水被害対策法
●都市洪水想定区域・都市浸水想定

区域の指定（外水及び内水を対象）
●特定都市河川・流域の指定
（大臣・都道府県知事）

●雨水浸透阻害行為に対する貯留浸透
施設設置の義務付け

●総合的な浸水被害対策のため
施設設置の義務付け

●既存調整池の埋立行為の届出義務・
必要な措置の勧告

●地方公共団体による管理協定の締結

の｢流域水害対策計画｣の策定

河 川 管 理 者 ・ 下 水 道 管 理 者
都 道 府 県 知 事 ・ 市 町 村 長

内
水
対
策

●排水設備の貯留浸透機能の義務付け

●他の公共団体による費用負担

策

下 水 道 法 都 市 計 画 法

●開発許可●下水の排除、処理
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水田による保水機能について

○現況の水田の保全そのものにはピーク流量を低減させたり、流下能力を向上させる機能はない。機能の向上を見○現況 水 保 そ も は ク流量を低減さ たり、流下能力を向 さ る機能はな 。機能 向 を見
込む場合には、対策の規模によってはピーク流量を低減させる場合もある。

○排水路の計画規模と河川改修の計画規模を超える降雨の場合、田んぼダムで排水路の越水を防ぎ、排水路の水
位を低下させることで、その排水路に関係する農耕地の浸水被害軽減効果はあると考えられるが、市街地では河
川の越水で浸水する可能性が大きい。

○運用に際しては堰板の操作が必要となる。

170mm170mm170mm

水田貯留を考慮した堰板

30mm30mm

170mm

(堰板を外した状態) (平常時及び洪水時の状態)

現況時 改良時

170mm

出典：福井県江端川総合治水協議会
第4回資料

水田貯留の堰板の構造のイメージ

水田貯留用の堰

（※ 営農時に水管理等で水位調整が必要な時のみ

落水口の改造の例

水田貯留用の堰
板の交換が必要

（※ 営農時に水管理等で水位調整が必要な時のみ、
水田貯留用の堰板を外すことを想定したもの。）



水防法の改正

改正時期 施策の方向性 ①現地での水防活動 ②河川情報の発信 ③氾濫情報の発信 ④避難確保・浸水防止

1949年
（水防法制定）

（昭和24年）

地先の水防 水防の責任の明確化（市町
村に第一義的責任）

水防団の設置

巡視等現地の水防活動を
規定

1955年
（昭和30年）

地先から河川全
体へ

河川情報の発信
へ

洪水予報を新設

（国管理河川）

水防警報を新設

（国及び都道府県管理河川）

年 河川情報発信 浸水想定区域内の2001年
（平成13年）

河川情報発信の
拡大

河川から流域へ 洪水予報河川を都道府県管
理河川に拡大

浸水想定区域の指定を新設
（洪水予報河川）

洪水予報等の伝達方法、
避難場所等を記載するよう
規定

地下街等への洪水予報等
達 載

浸水想定区域内の
市町村地域防災計画

の伝達方法を記載するよう
規定

2005年
（平成17年）

河川情報発信の
さらなる中小河
川へ拡大

氾濫情報発信の

水防協力団体制度を新設 中小河川について避難に資
するための水位情報の通知
を新設（水位周知河川）

浸水想定区域の指定対象を
水位周知河川に拡大

大河川における氾濫水の予
報を新設

要配慮者利用施設への洪
水予報等の伝達方法を記
載するよう規定

氾濫情報発信の
強化

避難対策の強化

報を新設

浸水想定区域内の地下街
等における洪水時の避難
確保計画作成を規定

ハザードマップの作成・
配布を規定

2011年
(平成23年）

津波に関する記
述を明確化

水防団員の安全
の確保

特定緊急水防活動

2013年 多様な主体の参
画による地域の

水防計画に基づく河川
管理者の水防への協力

浸水想定区域内の事業所
等における洪水時の避難

(平成25年）
画による地域の

水防力の強化
管理者の水防への協力
水防協力団体の指定対象
の拡大

等における洪水時の避難
確保計画又は浸水防止計
画の作成、訓練の実施、自
衛水防組織の設置を規定
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庄内川（名古屋市中村区）の浸水想定区域図＆ハザードマップ

国が作成した浸水想定区域図
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名古屋市が作成した洪水ハザードマップ



：ﾘｽｸ評価：事業評価 ：費用対効果分析：ﾀﾞﾑ建設費用負担割合：河川法

治水経済調査の変遷

昭和30年 昭和40年 昭和50年 平成10年 平成25年
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（S24～）
治水経済調査の開始

（H10～）
事業評価制度の開始

（H24～）
リスク評価の開始治水経済調査の開始

【被害額の算出】
事業評価制度の開始
【便益としての被害額の算出】

リスク評価の開始
【リスクとしての被害の算出】
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年平均被害軽減期待額の算定方法

年平均被害軽減期待額の算出方法について

年平均被害軽減期待額の算定方法
・事業を実施しない場合と実施した場合の、確率規模ごとの被害額の差分が被害軽減額

確率規模別の被害軽減額＝事業前想定被害額－事業実施後想定被害額

・確率規模別の被害軽減額にその洪水の生起確率を

乗じて、計画対象規模まで累計することにより、「年平

均被害軽減期待額」を算出する

被
害
額 事業実施前

均被害軽減期待額」を算出する。

年平均被害軽減期待額＝

Σ（確率規模別被害軽減額）×（生起確率）
洪水の確率規模1/30

事業実施後

1/100
1/1501/50

評価時点規模
Ex.1/10

治水事業のストック効果の合計額

Σ（確率規模別被害軽減額） （生起確率） 1/1501/50

事業を実施
しない場合

①

事業を実施
した場合②

軽減額
③＝①－②

流量規模 超過確率

被害額
区間平均
被害額④

区間確率⑤
年平均
被害額
④×⑤

年平均被害額の累計
＝年平均被害軽減期待額

Ｄ０＋Ｄ１

2
Ｄ１＋Ｄ２

2
Ｄｍ－１＋Ｄｍ

Ｑ０ Ｎ０

Ｑ１ Ｎ１

ｄ１

Ｄ１

Ｎ１－Ｎ２ ｄ２ ｄ１＋ｄ２

Ｎ０－Ｎ１ ｄ１

Ｄ２

Ｄ０（＝０）

Ｎ２Ｑ２

Ｄｍ １＋Ｄｍ

2
ｄ１＋ｄ２＋・・・＋ｄｍＮｍ－Ｎｍ＋１ ｄｍ

ＤｍＱｍ Ｎｍ

河川整備計画目標（計画規模） Ex.1/150 年平均被害軽減期待額 8



■■ リ ク評価関係目次リ ク評価関係目次 新旧構成表新旧構成表

水害リスク評価（河川砂防技術基準の改定）

■■ リスク評価関係目次リスク評価関係目次の新旧構成表の新旧構成表

河川砂防技術基準（平成9年9月）

該当無し

河川砂防技術基準 調査編 目次 平成24年6月 版

該当無し

河川砂防技術基準 （平成24年6月改定）河川砂防技術基準 （平成24年6月改定）

第9章 水害リスク評価
第1節 総 説
第2節 水害リスク評価の枠組みと手順

2. 1 水害リスク評価に当たっての
基本的な考え方

2 2 水害リスクの評価手順2. 2 水害リスクの評価手順
2. 3  一般資産被害のリスク評価
2. 4 人的被害のリスク評価

①水害リスク評価の定義【考え方】

・水害リスクは、一般に、河川氾濫や内水浸水による「水
害の発生確率とその影響の組み合わせ」。

D → H(外力)×E(影響を受ける、人々、財
産、システム)×V(脆弱性)
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貨幣換算化が困難な人的被害や イ イ 停止 よる波及被害等を算定するため 手

水害の被害指標分析の手引（H25試行版）

貨幣換算化が困難な人的被害やライフライン停止による波及被害等を算定するための手
引きとして、H25年7月『水害における被害推計の手引き（案）（H25.試行版） 』を公表

○水害における被害推計の手引き（案）（H25試行版）

【目次】
①人的被害

②医療・社会福祉施設等の機能低下による被害②医療・社会福祉施設等の機能低下による被害

③防災拠点施設の機能低下による被害

④交通途絶による波及被害

⑤ライフラインの停止による波及被害⑤ライフラインの停止による波及被害

⑥経済被害の域内・域外への波及被害

⑦地下空間の被害

⑧ 施 等 被害⑧文化施設等の被害

⑨水害廃棄物の発生

○水害における被害推計の手引き（試行版）
国土交通省HP 第5回 河川事業の評価に関する研究会 配布資料2‐3 10



設定した被害指標について

①人的被害の被害指標評価項目 ①人的被害の被害指標
・浸水区域内人口
・浸水区域内の災害時要援護者数
・想定死者数
・最大孤立者数
・3日以上孤立者数

一般資産被害
①家屋、②家庭用品、③事業所償却資産、④事業所在庫資
産、⑤農漁家償却資産、⑥農漁家在庫資産

農産物被害 浸水による農作物の被害

評価項目

資産被害

直接被害

・10年あたり避難回数
・10年あたり総避難者数 等

②社会機能低下被害の被害指標
・機能低下する医療施設数
・機能低下する医療施設で治療している入院患者数

公共土木施設等被害 公共土木施設、公益事業施設、農地、農業用施設の浸水被害

人的被害 死者数、孤立者数、避難者数など

家計

稼働被害

①人的被害

間接被害

①
～
④
に
つ

被
害
指
標
を

・機能低下する医療施設で治療している入院患者数
・機能低下する医療施設で治療している人工透析患者数
・機能低下する社会福祉施設数
・機能低下する社会福祉施設の利用者数
・機能低下する主要な防災拠点施設数
・機能低下する防災拠点施設の管轄区域内人口 等

家計

事業所

公共・公益サービス

家計

事業所

国・地方公共団体

営業停止被害

応急対策費用

つ
い
て

を
設
定

医療・社会福祉施設等の機能低下
による被害

医療施設、社会福祉施設等

防災拠点施設の機能低下による被
害

役所、警察、消防等の防災拠点施設

交通途絶による波及被害 道路 鉄道 空港 港湾等

③波及被害

②社会機能低下被害
③波及被害の被害指標
・途絶する主要な道路
・道路途絶により影響を受ける交通量
・道路途絶（交通迂回）により増加する走行時間・経費等
・途絶する主要な鉄道
鉄道途絶により影響を受ける利用者数交通途絶による波及被害 道路、鉄道、空港、港湾等

ライフラインの停止による波及被
害

電力、水道、ガス、通信等

経済被害の域内・域外への波及被
害

事業所

精神的被害

④その他

地下空間の被害

・鉄道途絶により影響を受ける利用者数
・電力・ガス・上水道・下水道の停止による影響人口
・通信（固定・携帯）の停止による影響人口
・産業連関分析等の経済モデルを用いた経済波及被害額
・企業の被災に伴うサプライチェーンへの影響
・浸水により被災する上場企業数
・浸水により被災する事業所の従業者数 等

高度化便益

文化施設等の被害

水害廃棄物の発生

リスクプレミアム

水害により地域の社会経済構造が変化する被害

・浸水により被災する事業所の従業者数 等

④その他の被害指標
・浸水する地下鉄等の路線、駅等
・地下鉄等の浸水により影響を受ける利用者数
・浸水する地下街・地下施設

従前より便益として計上されておらず、今回も定量化をしなかった項目

従前より便益として計上している項目

追加・修正を行った項目

浸水する地下街 地下施設
・地下街・地下施設の浸水により影響を受ける利用者数
・浸水する文化施設等
・水害廃棄物の発生量
・水害廃棄物の処理費用 等
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電力停止による影響に関する整備効果の算出結果

整備計画規模の洪水

事業実施後現況

整備計画に基づく事業整備計画に基づく事業
放水路・ダム 等

浸水深

現況 事業実施後

浸水面積 約3,600ha 0ha

電力停止による影響人口 約16,800人 0人 1～2m未満

0.5～1m未満

浸水深

0.5m未満

基本方針規模の洪水

現況 事業実施後

電力停止による影響人口 約16,800人 0人

5m以上

2～5m未満

1～2m未満

整備計画に基づく事業
放水路・ダム 等放水路 ダム 等

現況 事業実施後現況 事業実施後

浸水面積 約4,500 ha 約3,400ha

電力停止による影響人口 約26,000人 約13,700人 12



東京都杉並区の総合治水対策事例
◆ 水害予防住宅 高床化工事の助成

○杉並区洪水ハザードマップ（平成18年3月作成）による、浸水した場合に想定される浸水目安が
0.5m以上の箇所及び昭和56年以降に浸水があった箇所を含む街区を対象とした助成制度。

①新築・増改築の場合

イメージ図

住宅等の高床化工事にかかわる高床部分の床面積に標準工事費単価
（下表）を乗じた額の2分の1（千円未満切り捨て）とする。ただし、200万円
を限度とする。

②揚家の場合

工事内容 単価（円／ｍ２）

木造 55,000
杉並 洪水 ザ ド プ

助成金（新築・増改築）の単価一覧表

②揚家の場合
揚家による高床化工事に要した費用の2分の1〈千円未満切り捨て）とする。
ただし、200万円を限度とする。

○杉並区内で社宅 店舗 事務所等（仮設建築物は除く）個人が使用する建築物に防水板設置及び

◆ 防水版設置工事助成

,

鉄骨造 42,000

鉄筋コンクリート造 29,000

杉並区洪水ハザードマップ

○杉並区内で社宅、店舗、事務所等（仮設建築物は除く）個人が使用する建築物に防水板設置及び
関連工事の工事費用の一部を助成する制度。

13助成額：防水板設置工事等に要した費用の2分の1とし、一つの建物について50万円を限度とする。（千円未満切り捨て）

千曲川（古牧地区）土地利用一体型水防災事業 （中野市）

実施箇所位置図 実施箇所位置図

輪中堤

輪中堤整備後写真

：災害危険区域

A=39.2ha

千曲川
14



淀川水系桂川 河川敷での耕作（堤外民地）

台風１８号出水（H25.9.16撮影）

台風１８号出水後作付けされたキャベツ（H25.12.9撮影）

台風１８号出水直後（H25.9.19撮影） 台風１８号出水後２ヶ月経過（H25.11.1撮影） 15

吉野川水系旧吉野川河口部での耕作

鳴門金時収穫後、耕転された状況（H25.12.9）鳴門金時収穫後、耕転された状況（H25.12.9）

鳴門金時（サツマイモ）の作付状況 16



■江の川水害防備林 江津市桜江町田津（大貫橋 21k400付近）

大貫地区

田津地区

水害防備林全景

大貫橋

水害防備林水害防備林

水害防備林近景 17


